






（a） 解像度変換実験 （b） 解像度変換実験-TL479 実験 

 
第 4.1-2 図 予測 3,4 週目（17-30 日平均）の 200hPa 面速度ポテンシャル（CHI200）平均誤差（106m2/s）の比較（6/30 初

期日） 
（a）解像度変換実験の 3, 4 週目平均した CHI200 の平均誤差。（b） 3, 4 週目平均した CHI200 の解像度変換実験と TL479
実験の差。 

 

（a） 200hPa 面速度ポテンシャル （b） 500hPa 面高度 

  
第 4.1-3 図 全球平均 7 日平均アノマリー相関係数（6/30 初期日） 
（a）200hPa 面速度ポテンシャル（CHI200）, （b） 500hPa 面高度（Z500）。TL479 実験を黒線、解像度変換実験を赤線で示

す。誤差棒は試行回数 1000 回のブートストラップ法による 95%信頼区間。 
 

第 4.1-1 表 それぞれの解像度で 34 日予測をした場合の計算機資源の比較（1 メンバー） 
TL479L100 から TL319L100 へ予測 18 日目で解像度変換した場合と解像度変換しない場合の比較。日立 SR16000 を使用。

ノード分は使用した計算ノードと実行時間の積であり、費やした計算機資源量を表す。 

解像度 計算機資源 ノード分 

TL479L100 6node, 24mpi, 16thread 720node 分 

TL319L100 2node, 8mpi, 16thread 200node 分 

TL479L100（~18 日） 

→TL319L100（18 日~） 

6node, 24mpi, 16thread 

→2node, 8mpi, 16thread 

480node 分 

 

（a） TL479 実験, 54 時間予測 （b） 解像度変換実験, 54 時間予測 

  

（c） 解像度変換実験 – TL479 実験, 54 時間予測 （d） 解像度変換実験 – TL479 実験, 72 時間予測 

  

第 4.1-1 図 解像度変換前後の降水予測の比較 
前 6 時間積算降水量（mm）とその帯状平均値。（a）比較用に実行した TL479 の 54 時間予測における前 6 時間積算降水量。 
（b） 解像度変換実験（48 時間予測で TL479 から TL319 に解像度変換）の 54 時間予測における前 6 時間積算降水量。（c）
54 時間予測における前 6 時間積算降水量の差（解像度変換実験-TL479 実験）。（d） 同（c）、ただし 72 時間予測（hr）。いず

れも降水量の単位は（mm）。 
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である。また、予報モデル内での気候値更新間隔も、

これまでは 24 時間ごとの更新から予報ステップ3毎へ

の時間内挿に変更した。 

 

4.2.4 海氷密接度解析値の完全利用 

(1) 全球モデルにおける海氷密接度の取り扱い 

ここでは、GSM における海氷密接度の扱いの変遷

を簡単にまとめる。野村（1996）によると、当時の GSM

では海氷はあり、もしくはなしの扱いであり、海面水温

によって海氷分布を決めていた。このとき、海面水温

が結氷点-1.6℃以下ならば海氷密接度は 1 となり（以

降、完全結氷処理と呼ぶ）、反対に、4℃以上であれ

ば海氷密接度は 0 としていた。 

その後、海氷データの利用としてまず気候値が利

用され、そして GSM の水平解像度 20km 化と同時に

海氷解析値の利用が開始された（北川, 2007）。このと

き、-1.6℃から 4℃の間では海氷密接度 0.55 を閾値と

してそれ以上では海氷密接度 1、閾値未満では 0 とし

て扱っていた。GSM1603 では、開水・海氷混在格子

が導入され（米原, 2016）、１つの格子は海氷密接度

に応じて開水と海氷の混在状態を取るようになった。

海面水温による海氷密接度解析値の修正処理は海

氷データが用いられるようになってからも、基本的に

野村（1996）の手法が変わらず用いられている。 

 

(2) 海面水温による海氷密接度修正の妥当性 

海氷密接度解析値はマイクロ波衛星輝度温度観

測値からのリトリーブ量であり（たとえばCavalieri et al., 

1984; 野村 , 1996）、陸地や雲の影響によるノイズに

起因する海氷の誤検出が含まれる可能性がある。そ

のため、何らかの手段で海氷密接度の誤解析を除去

する必要があり、(1)で述べた海面水温を用いた海氷

の除去は誤解析の修正として妥当な方法と考えられ

る。しかし、完全結氷処理については不自然である可

能性もあることから、ここで必要性について検討した。 

完全結氷処理の目的は 2 つ考えられる。1 つは、解

析値及び気候値のいずれでも凍結が表現されない湖

沼の凍結を表現することである。全球モデルでは海面

                                                           
3 TL479L100 では 1 ステップ 720 秒、TL319L100 では 1200

秒である。 

水温を減率 6.5K/km で標高補正している（岩村 , 

2009）。これにより、標高が高い地点の陸水は冬季に

凍結する。湖沼の水温の観測値を得ることは難しく、

また、実際に凍結するかも分からないが、湖沼が大気

下層の非現実的な熱源となることを防ぐため現時点で

はこのように扱っている。もう 1 つは、前述の通り海面

水温に基づき極域の海氷を表現するためである。 

1 点目については、観測値や解析値が不十分であ

る以上、現時点では必要と考えられる。しかし、2 点目

の極域の海氷を表現することを目的とした完全結氷

処理は、海氷解析値の品質の劣化につながりかねず、

完全結氷処理を適用した海氷は混在格子に与える

下部境界条件としてもふさわしくないと考えられる。 

 

(3) 完全結氷処理 

第 4.2-1 図は、完全結氷処理の適用例である。第

4.2-1 図（a）の海面水温解析値では北極海がほぼ全

域で結氷点 -1.64℃4以下となっている。このとき、第

4.2-1 図（b）の海氷密接度解析値に対して完全結氷

処理を適用すると、海氷密接度が 1 へ上方修正され

る（第 4.2-1 図（c））。完全結氷処理の適用後は元の

解析値や同日の米国環境予測センター（NCEP）によ

る海氷密接度解析値（Grumbine, 1996）（第 4.2-1 図

（d））と比較して過剰である。また、解析値を比べると、

密接度に差があるものの分布は概ね似通っている。 

更に、栗原ほか（2006）によると、MGDSST では海

氷密接度が 0.1 以上の格子は海面水温の解析をして

おらず、解析段階では未定義値となっている5。つまり、

数値予報ルーチンにおける現在の処理の流れとして

は、海氷密接度解析は海面水温解析より上流である。

海面水温に基づき海氷を結氷させることは、多くの場

合、海氷解析値によって海面水温が解析されず気候

値となった海面水温によって、海氷解析値を修正して

いることになる。これは、明らかに不自然な処理である

ため、廃止することとした。 
 

                                                           
4 現在の GSM の結氷点の値は野村（1996）とは異なるが、

変更の経緯は不明である。 
5 GSM で利用している海面水温解析値は後続利用のため

に未定義値に気候値を入れた MGDSST 解析値である。 

4.2 海面水温、海氷の取り扱いの変更と海氷密接

度解析値の完全利用
1 

4.2.1 はじめに 

本節では、GEPS における海面水温と海氷の取り扱

いについて述べる。GEPS の予報モデルは基本的に

は GSM1603（米原 , 2016）と同等のものであるが、

GSM1603 に対して海面水温、海氷の取り扱いの変更

点として、 

 海面水温・海氷密接度気候値の日別値化 

 海氷密接度の時間発展の統計的推定手法の

精緻化 

 海氷密接度解析値の完全利用 

が加えられている。これらはGEPSには先行導入となり、

同様の改良が次期の全球モデル（GSM）に導入され、

GEPS は GSM 及び全球解析と同じ仕様となる見込み

である。本節ではこれら 3 点について記す。なお、

GEPS で導入された海面水温摂動の手法については

太田と堀田（2016）、1 か月 EPS としての精度評価は

第 4.3 節を参照して頂きたい。 

本開発は数値予報課と共同で行われた。特に、高

解像度解析予報実験は米原仁氏によって実行され、

推定アルゴリズムの精緻化は米原仁、太田洋一郎の

両氏によって行われた。 

 

4.2.2 日別気候値作成手法の変更 

GEPS では V1403 と同様に海面水温と海氷密接度

の気候値として日別気候値を使用する。気候値の元

データは杉本ほか（2015）と同じであり、海洋気象情

報室作成の全球日別海面水温解析値（MGDSST; 

栗原ほか, 2006）とその SST 解析に利用した海氷密接

度日別解析値 （Matsumoto et al., 2006）を用いた。た

だし、陸域上などの未定義値の扱いを次のように変更

した。 

海面水温と海氷密接度の元データは陸地や湖沼

の海面水温、海氷密接度が未定義値となっている。し

かしながら、数値予報モデルの境界値としては何らか

の値が必要であり、また、モデルでは湖沼の海面水温、

海氷密接度も利用するため、気候値は未定義値を含

                                                           
1 金浜 貴史 

まない方が望ましい。そのため、何らかの方法で日別

解析値の未定義値を現実的な値にする必要がある。 

V1403 では、日々の解析値の沿岸部分の値を陸

地に対して外挿することで未定義値に値を割り当て、

その解析値から日別気候値を作成していた。しかしな

がら、この外挿処理によって海面水温や海氷密接度

の地理的分布が空間的に不連続となるなど非現実的

なものとなっていたため、この処理を改めた。 

MGDSST には未定義値を含む解析値と、数値予

報モデルでの利用を念頭とした、海洋気象情報室所

有の気候値2を用いて未定義値を除いた解析値が存

在する。GEPS の気候値作成に用いる元データは未

定義値を含む解析値であるため、海面水温日別気候

値については、前述の MGDSST で使用されている気

候値を未定義値に割り当てた日別解析値から作成し

た。海氷密接度日別気候値は、元データでは未定義

値となっている一部湖沼に関して、GSM1603 で使わ

れている月別気候値（Nomura, 1998）には値が存在

することから、湖沼領域は月別気候値の日別内挿値

とした。陸域などのそのほかの未定義値は密接度 0 と

した。 

 

4.2.3 海氷密接度の統計的推定手法の精緻化 

海氷密接度の時間発展の推定には、杉本ほか

（2015）の推定手法を開水（open water）・海氷混在格

子（米原, 2016）に合わせて精緻化した手法を用いた。

具体的には、 

 混在格子では密接度を陽に扱うことから、開水・

海氷格子の判定に用いた海氷密接度の閾値

（海氷密接度 0.55）を廃止 

 より滑らかな時間発展を表現するため、海氷密

接度の増減の推定に用いるデータとして過去の

海氷出現頻度分布を用いる手法から海氷密接

度の気候値を用いる方法への変更 

 推定に必要な繰り返し計算の見直し 

                                                           
2 1971 年から 2000 年までの 30 年分の現場観測データ

を基にした解析値と NCEP の 1971‐2000 年平均による

日別平年値から作成されたもの（栗原ほか, 2006）。 
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4 現在の GSM の結氷点の値は野村（1996）とは異なるが、

変更の経緯は不明である。 
5 GSM で利用している海面水温解析値は後続利用のため

に未定義値に気候値を入れた MGDSST 解析値である。 

4.2 海面水温、海氷の取り扱いの変更と海氷密接
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1 金浜 貴史 
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2 1971 年から 2000 年までの 30 年分の現場観測データ

を基にした解析値と NCEP の 1971‐2000 年平均による

日別平年値から作成されたもの（栗原ほか, 2006）。 
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（a） NoSIC1 平均誤差（3/31 初期日） （b） NoSIC1 平均誤差（12/31 初期日） 

 

（c） NoSIC1 – SIC1（3/31 初期日） （d） NoSIC1 – SIC1（12/31 初期日） 

 

第 4.2-2 図 28 日平均地上気温（K）の比較 
（a）3/31 初期日の NoSIC1 実験の対 ERA-Interim 誤差、（b）同 12/31 初期日、（c） 3/31 初期日の実験間差分（NoSIC1–
SIC1）、（d）同 12/31 初期日。 
 

第 4.2-2 図に 28 日平均場のアンサンブル平均地上

気温の比較を示す。NoSIC1 と SIC1 の比較では、

NoSIC1 は 3 月 31 日初期日の対 ERA-Interim 誤差

（第 4.2-2 図（a））では北極域でわずかに低温誤差を

持つ。NoSIC1 と SIC1 の比較（第 4.2-2 図（c））では、

NoSIC1 の北極域で気温が上昇しており、SIC1 の低

温誤差を解消していることが分かる。12 月 31 日初期

日を見てみると、NoSIC1 は北極域下層で低温バイア

スを持つものの（第 4.2-2 図（b））、SIC1 に比較して海

氷域縁辺と見られる領域で下層気温が上昇している

（第 4.2-2 図（d））。このときにモデルに与えた海氷推

定値を見ると（第 4.2-3 図）、地上気温が低温誤差を

示す領域と海氷密接度推定値が解析値に対して過

剰となる領域が概ね対応している。また、実験間の気

温の差分と海氷密接度推定値の差分が対応している

ことがわかる。GSM1603 では完全結氷処理は解析値

にのみ適用されるが、統計的推定によって予測期間

中にわたって影響を与えるため、予測期間を通じた変

化は大きい。このように、冬半球極域下層を中心に気

温の平均誤差の変化は大きいものの、予測精度には

大きな変化が無く中立であった（図略）。 

 

(5) 全球モデルとしての評価 

(4)ではおもに再予報実験による 1 か月予報として

の評価結果を示したが、GEPS は 1 か月予報のためだ

けではなく、週間天気予報及び台風予報のための

EPS としての役割も持つ。また、全球モデルの継続的

な発展のためには改良の効果を様々な時間スケール

で評価することが重要である。今回の完全結氷処理

の廃止については、再予報実験のほかに、GEPS の

（a） 海面水温解析値 （b） 海氷密接度解析値 

  

（c） 完全結氷処理による修正量 （d） NCEP 海氷密接度解析値 

  

第 4.2-1 図 完全結氷処理の例（2015 年 1 月 1 日） 
（a）海面水温解析値（K）（陰影）と 0℃及び結氷点の-1.64℃の等値線（赤線）、（b）海氷密接度解析値（陰影）と密接度 0 の等

値線（赤線）、（c）完全結氷処理による海氷密接度の修正量（陰影）、（d）NCEP 海氷密接度解析値（陰影）と密接度 0 の等値

線（赤線）。 
 
 
(4) 再予報による評価 

これまで見てきたように、GSM に混在格子が導入さ

れていることから、完全結氷処理を廃止し海氷解析値

を完全利用することで混在格子の性能をより引き出す

ことが可能となると考えられる。ここでは完全結氷処理

の廃止の影響を再予報により評価した結果を示す。

実行した再予報初期日は 1981 年から 2010 年の 3 月

31 日と 12 月 31 日であり、完全結氷処理を廃止した

実験（NoSIC1）と、対照実験として完全結氷処理を適

用した実験（SIC1）を行った。この実験を行った時点

では再予報の陸面初期値に用いるオフライン陸面解

析値の作成が完了していなかったため、1980 年のオ

フライン陸面解析値をすべての年の初期日で使用し

た。また、予報モデルも再予報を実施した時点と異な

るが、海面過程に変更はなく、ここで示す結果には影

響を与えない。 

ここでは、検証に用いる解析値として ERA-Interim

（Dee et al., 2011）を用いた。気象庁 55 年長期再解析

（JRA-55; 古林ほか, 2015; Kobayashi et al., 2015）は

開水・海氷混在格子を考慮しないため、海氷密接度

は 0.55を閾値とする海氷あり・なしの扱いである。極域

下層の解析値は観測による修正よりも境界値の影響

が卓越し、特に冬半球の海氷域で下層気温が低く解

析されていると考えられ、この実験の検証に用いる解

析値として適切ではない。 
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(a) NoSIC1 平均誤差（3/31 初期日） (b) NoSIC1 平均誤差（12/31 初期日） 

  

(c) NoSIC1 – SIC1（3/31 初期日） (d) NoSIC1 – SIC1（12/31 初期日） 

  

第 4.2-3 図 海氷推定値の比較 
（a）3/31 初期日の予測に使用した完全結氷処理廃止実験（NoSIC1）の海氷密接度推定値の対解析値平均誤差、（b）同
12/31 初期日、（c） 3/31 初期日の実験間差分（NoSIC1 – 完全結氷処理あり（SIC1））、（d）同 12/31 初期日。推定 0 日（解

析値）から 35 日目の平均。 
 

予報 開 始 時の解 像 度である TL479（格 子 間隔 約

40km）を使った直近の夏冬を対象とした連続初期日

実験、高解像度決定論予報の解析予報サイクル実験

も実施した。いずれの実験においても、再予報実験と

同様に冬半球極域下層を中心とした気温の上昇が見

られ、これまで見られていた低温誤差を緩和するとい

う期待通りの結果が得られた（図略）。そのため、全球

モデルでは完全結氷処理は廃止される見込みであ

る。 

なお、再予報実験による評価の後に、完全結氷処

理について更に検討を行った結果、内陸の湖沼の凍

結を表現するためと、将来的な陸・開水・海氷混在格

子化を視野に、海氷解析の対象外の格子は全球モ

デルの陸水、陸地を問わず完全結氷処理を適用する

こととした。 

 

4.2.5 おわりに 

開水・海氷混在格子の導入と、海上における完全

結氷処理の廃止による海氷密接度の完全利用によっ

て、GEPS における冬半球の極域下層の低温誤差は

大きく改善した。この開発は GSM にも導入が見込ま

れている。 
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(a) NoSIC1 平均誤差（3/31 初期日） (b) NoSIC1 平均誤差（12/31 初期日） 

  

(c) NoSIC1 – SIC1（3/31 初期日） (d) NoSIC1 – SIC1（12/31 初期日） 

  

第 4.2-3 図 海氷推定値の比較 
（a）3/31 初期日の予測に使用した完全結氷処理廃止実験（NoSIC1）の海氷密接度推定値の対解析値平均誤差、（b）同
12/31 初期日、（c） 3/31 初期日の実験間差分（NoSIC1 – 完全結氷処理あり（SIC1））、（d）同 12/31 初期日。推定 0 日（解

析値）から 35 日目の平均。 
 

予報 開 始 時の解 像 度である TL479（格 子 間隔 約

40km）を使った直近の夏冬を対象とした連続初期日

実験、高解像度決定論予報の解析予報サイクル実験

も実施した。いずれの実験においても、再予報実験と

同様に冬半球極域下層を中心とした気温の上昇が見

られ、これまで見られていた低温誤差を緩和するとい

う期待通りの結果が得られた（図略）。そのため、全球

モデルでは完全結氷処理は廃止される見込みであ

る。 

なお、再予報実験による評価の後に、完全結氷処

理について更に検討を行った結果、内陸の湖沼の凍

結を表現するためと、将来的な陸・開水・海氷混在格

子化を視野に、海氷解析の対象外の格子は全球モ

デルの陸水、陸地を問わず完全結氷処理を適用する

こととした。 

 

4.2.5 おわりに 

開水・海氷混在格子の導入と、海上における完全

結氷処理の廃止による海氷密接度の完全利用によっ

て、GEPS における冬半球の極域下層の低温誤差は

大きく改善した。この開発は GSM にも導入が見込ま

れている。 
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（3）海氷域及び陸域・沿岸域のマスク 

初期時刻と海面水温摂動作成に用いた日時の海

氷密接度解析値の最大値をとり、これが閾値（0.001）

以上となる地点及び欠測となっている地点にマスクを

かける。この際、マスクの境界で急激な変化が起きな

いように摂動の振幅パラメータを 0 から 1 へ滑らかに変

化させる。 

 

（4）アンサンブル平均の修正 

全摂動メンバー（今回の実験では 4 メンバー）の海

面水温摂動の平均が 0 になるように、作成した海面水

 

スプレッド 
（a）予報 10 日目 （b）予報 20 日目 （c）予報 30 日目 

   

 
海面水温摂動（01p） 
（d）予報 10 日目 （e）予報 20 日目 （f）予報 30 日目 

   

 

海面水温推定値（海面水温摂動無し）の誤差（推定値－解析値） 
（g）予報 10 日目 （h）予報 20 日目 （i）予報 30 日目 

   

 

第 4.3-1 図 2010 年 6 月 30 日 12UTC を初期時刻とする 5 メンバーの予測における（上段）海面水温摂動のスプレ

ッド、（中段）摂動メンバー（01p）の海面水温摂動及び（下段）海面水温推定値（海面水温摂動無し）の誤差（推定値－

解析値） 
左から予報 10 日目、予報 20 日目、予報 30 日目。単位は全て[K]。陰影はカラーバーを参照。海面水温摂動無しの場

合の海面水温推定値は、初期の平年偏差を予報時間により季節変動する気候値に与えた値である。 
 
 

4.3 海面水温摂動
1 

4.3.1 はじめに 

気象庁の 3 か月予報、暖候期予報、寒候期予報及

びエルニーニョ予測に用いる季節アンサンブル予報

システムでは、大気海洋結合モデルを用いている（高

谷, 2015）。1 か月アンサンブル予報システム（1 か月

EPS）の V1403（平井ほか, 2015）では、全球モデル

（GSM）や週間 EPS、台風 EPS と同様に、境界条件と

して与える海面水温の推定値を、解析値と平年値か

ら求められる初期の平年偏差が持続することを仮定し、

その時間発展は季節変動する気候値で与えられる。

その値はアンサンブルを構成する全てのアンサンブル

メンバーで共通であり、各アンサンブルメンバーに境

界条件として与えられる海面水温がその解析誤差及

び時間発展の確率密度分布を表したものとは言えな

い（堀田, 2016）。よって、1 か月程度先までを対象とし

た予測においても下部境界条件の影響を適切に考

慮し、その不確実性を予測にどのように反映させるか

は重要な課題である（堀田, 2016）。 

V1403 では、大気初期摂動として成長モード育成

（BGM）法、モデルアンサンブルとして確率的物理過

程強制法が導入されているが、主要な予測要素のス

プレッドが平方根平均二乗誤差よりも小さく、その大き

さが十分ではないことがわかっている。特に、領域・要

素別には、海面水温の影響を強く受ける地上気温や、

潜熱輸送及び対流を通じて海面水温の影響を受ける

熱帯の速度ポテンシャルのスプレッドが不足している

（佐藤ほか, 2015）。この一因として、全てのアンサンブ

ルメンバーに同じ海面水温推定値が与えられているこ

とが考えられる。 

そこで、GEPS では、太田と堀田（2016）による海面

水温摂動を導入し、海面水温解析の不確実性及び

時間発展の不確実性の表現による予測精度の改善

を狙った。本節では、GEPS への海面水温摂動の導

入に向けた開発の中から、V1403 に対して海面水温

摂動を導入した際の 2 週目～1 か月先の予測への影

響について調べた結果を示す。海面水温摂動の導入

による 1～2 週目を対象とした予測に対する影響を調

                                                           
1 吉田 拓馬、新保 明彦 

べた結果は太田と堀田（2016）を参照していただきた

い。 

 なお、本節に関する実験及び評価は、数値予報課

の太田洋一郎氏及び堀田大介氏の協力の下に実施

した。 

 

4.3.2 海面水温摂動の作成手法 

ここでは、海面水温摂動の作成手法の概要を示す。

この内容は太田と堀田（2016）を抜粋したものであるの

で、詳細については太田と堀田（2016）を参照してい

ただきたい。 

 

（1）i番目（i=1,...,K）のメンバー（K はアンサンブルメン

バー数）に対して、過去（ここでは 2003～2013 年の 11

年分）の海面水温解析値から初期時刻𝑇𝑇଴と同季節

（前後 27 日とした）のランダムな時刻𝑇𝑇௜を選択する。類

似の空間構造を持つ摂動が作成されて重複が起こる

ことを避けるため、𝑇𝑇௜はそれぞれ一定以上離れるように

選択する（ここでは 10 日以上）。 

 

（2）それぞれのアンサンブルメンバーについて、上で

選択した時刻から∆𝑇𝑇だけ離れた時刻を選択し、海面

水温摂動∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜を以下のように与える。 

 ∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜൫𝑇𝑇଴ + 𝑡𝑡௙൯
= 𝛼𝛼𝛼𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜ + ∆𝑇𝑇 + 𝑡𝑡௙൯ − 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑇𝑇௜)൧ 

（第 4.3-1 式） 

 

ここで、𝑡𝑡௙は予報時間で海面水温解析値の時間間隔

刻みで変化し、本実験では全球日別海面水温解析

（MGDSST; 栗原ほか, 2006）を用いているため𝑡𝑡௙を 1

日としている。𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑇𝑇)は時刻 T における海面水温の

気候値に対する偏差を表す。𝛼𝛼は摂動の振幅を調整

するパラメータである。今回の調査においては、調整

パラメータ∆𝑇𝑇及び𝛼𝛼は太田と堀田（2016）と同じ値（そ

れぞれ 1 日及び 1.0）を採用した。 

また、実験に際しては、上記のほかに以下の 2 つの

処理を実装している。 
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 なお、本節に関する実験及び評価は、数値予報課

の太田洋一郎氏及び堀田大介氏の協力の下に実施

した。 

 

4.3.2 海面水温摂動の作成手法 

ここでは、海面水温摂動の作成手法の概要を示す。

この内容は太田と堀田（2016）を抜粋したものであるの

で、詳細については太田と堀田（2016）を参照してい

ただきたい。 

 

（1）i番目（i=1,...,K）のメンバー（K はアンサンブルメン

バー数）に対して、過去（ここでは 2003～2013 年の 11

年分）の海面水温解析値から初期時刻𝑇𝑇଴と同季節

（前後 27 日とした）のランダムな時刻𝑇𝑇௜を選択する。類

似の空間構造を持つ摂動が作成されて重複が起こる

ことを避けるため、𝑇𝑇௜はそれぞれ一定以上離れるように

選択する（ここでは 10 日以上）。 

 

（2）それぞれのアンサンブルメンバーについて、上で

選択した時刻から∆𝑇𝑇だけ離れた時刻を選択し、海面

水温摂動∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜を以下のように与える。 

 ∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜൫𝑇𝑇଴ + 𝑡𝑡௙൯
= 𝛼𝛼𝛼𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆௜ + ∆𝑇𝑇 + 𝑡𝑡௙൯ − 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑇𝑇௜)൧ 

（第 4.3-1 式） 

 

ここで、𝑡𝑡௙は予報時間で海面水温解析値の時間間隔

刻みで変化し、本実験では全球日別海面水温解析

（MGDSST; 栗原ほか, 2006）を用いているため𝑡𝑡௙を 1

日としている。𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑇𝑇)は時刻 T における海面水温の

気候値に対する偏差を表す。𝛼𝛼は摂動の振幅を調整

するパラメータである。今回の調査においては、調整

パラメータ∆𝑇𝑇及び𝛼𝛼は太田と堀田（2016）と同じ値（そ

れぞれ 1 日及び 1.0）を採用した。 

また、実験に際しては、上記のほかに以下の 2 つの

処理を実装している。 
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いる。スプレッド（第 4.3-1 図（a）～（c））から、予報時間

の発展に伴い海面水温の摂動が成長していく様子が

わかる。また、初期平年偏差固定の海面水温推定値

の誤差（第 4.3-1 図（g）～（i））と比較すると、海面水温

の誤差の大きな領域（例えば、南アフリカ沖のアガラス

（Agulhas）海流続流域や夏半球（この例では北半球）

側の中高緯度）で大きな海面水温の摂動及びスプレ

ッドを与えることができていることが確認できる。 

次に、海面水温摂動導入により増加が期待される

スプレッドの変化を確認する。第 4.3-2 図は、1981～

2010 年の 30 年を対象とした 6 月 30 日初期日の予測

について、海面水温摂動の導入前（黒線）と導入後

（赤線）における平方根平均二乗誤差（RMSE）、スプ

レッド及びスプレッドと RMSE の二乗比（R; 定義は補

遺 2.5-A を参照）を、熱帯域の地上気温及び 200hPa

速度ポテンシャルについて示している。第 4.3-2 図か

ら、海面水温摂動の導入により、RMSE に明瞭な違い

が現れていないのに対し、スプレッドが不足している

熱帯の地上気温及び 200hPa 速度ポテンシャルにお

いてスプレッドが増加し、R がアンサンブル予報にお

ける理想的なスプレッドと RMSE の比（1.0）に近づい

ていることがわかる。なお、南北半球中・高緯度の地

上気温においても、わずかにスプレッドが増加してい

る（図略）。 

平均誤差については海面水温摂動の導入前後で

ほとんど変化は無く、海面水温摂動の導入による平

均的なモデルの循環場への影響は小さい（図略）。ま

た、アノマリー相関係数にも明瞭な変化はみられなか

った（図略）。 

 一方、確率論的スコアとしてブライアスキルスコア

（BSS）を用いて評価すると、複数の領域・要素で BSS

が大きくなり改善がみられた（図略）。海面水温摂動の

導入により、スプレッドの増加に対応して BSS が大きく

なっていると考えられる。 

 

4.3.5 まとめ 

海面水温摂動の 2 週目～1 か月先の予測への影

響について調べるために V1403 へ海面水温摂動を

導入した実験を行い、その影響を調査した。その結果、

対流圏下層を中心とした気温及び熱帯の大規模発

散場の指標となる 200hPa 速度ポテンシャルのスプレ

ッドの増加など、概ね期待される通りの影響を確認し

た。GEPS による再予報を用いた評価において、例え

ば熱帯域の 200hPa 速度ポテンシャルのスプレッドが

増加し R がアンサンブル予報としてより理想的な値に

近づいている（第 2.5-5 図）。今回の GEPS に対する海

面水温摂動の導入による効果がスプレッドの変更に

寄与していると考えられる。 
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温摂動の平均を全摂動メンバーの海面水温から差し

引く。これにより、各アンサンブルメンバーに与えられ

る海面水温の平均は摂動を与えない海面水温と同じ

になる。 

 

4.3.3 実験仕様 

海面水温摂動の効果を確認するため、V1403 に対

して海面水温摂動を適用し、過去 30 年を対象とした

再予報を実施した。ただし、初期日は年 4 初期日（3

月 31 日、6 月 30 日、9 月 30 日及び 12 月 31 日）とし、

それぞれ 12UTC を初期時刻とした。再予報の仕様は

佐藤ほか（2015）及び第 2.1 節を参照いただきたい。

また、検証には、大気解析値として気象庁 55 年長期

再解析（JRA-55; 古林ほか, 2015; Kobayashi et al., 

2015）、海面水温には MGDSST を使用した。 

 

4.3.4 結果 

 本項では第 4.3.3 項で示した実験仕様に基づく結果

のうち、6 月 30 日初期日の予測結果を示す。なお、6

月 30 日以外の 3 初期日においても、海面水温摂動の

導入による影響としては同様の結果であった（図略）。 

まず、今回の予報実験で与えた海面水温摂動の空

間分布を確認する。第 4.3-1 図には、2010 年 6 月 30

日を初期日とする予測における海面水温のスプレッド、

海面水温摂動及び初期平年偏差を固定して与えた

海面水温推定値の誤差（推定値－解析値）を示して

 
地上気温（熱帯域） 
（a）RMSE （b）スプレッド （c）R 

   
200hPa 速度ポテンシャル（熱帯域） 
（d）RMSE （e）スプレッド （f）R 

   
 

第 4.3-2 図 海面水温摂動の導入前と導入後のスプレッド、RMSE 及び R 
黒線は V1403（海面水温摂動無し）、赤線は V1403 に海面水温摂動を適用した実験。熱帯域（20˚S-20˚N）の（a）～（c）地

上気温と（d）～（f）200hPa 速度ポテンシャル。（a）（d）RMSE、（b）（e）スプレッド、（c）（f）R（定義は補遺 2.5-A を参照）。単位

は（a）（b）は[K]、（d）（e）は[m2/s]。誤差幅は信頼区間 95%信頼区間を示す。6 月 30 日 12UTC を初期時刻とする 1981～

2010 年の 30 年を対象とした 5 メンバーのアンサンブル実験に基づく。日別値（日 4 回平均）を対象。 
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いる。スプレッド（第 4.3-1 図（a）～（c））から、予報時間

の発展に伴い海面水温の摂動が成長していく様子が
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ら、海面水温摂動の導入により、RMSE に明瞭な違い

が現れていないのに対し、スプレッドが不足している

熱帯の地上気温及び 200hPa 速度ポテンシャルにお

いてスプレッドが増加し、R がアンサンブル予報にお

ける理想的なスプレッドと RMSE の比（1.0）に近づい

ていることがわかる。なお、南北半球中・高緯度の地

上気温においても、わずかにスプレッドが増加してい

る（図略）。 

平均誤差については海面水温摂動の導入前後で

ほとんど変化は無く、海面水温摂動の導入による平

均的なモデルの循環場への影響は小さい（図略）。ま

た、アノマリー相関係数にも明瞭な変化はみられなか

った（図略）。 

 一方、確率論的スコアとしてブライアスキルスコア

（BSS）を用いて評価すると、複数の領域・要素で BSS

が大きくなり改善がみられた（図略）。海面水温摂動の

導入により、スプレッドの増加に対応して BSS が大きく

なっていると考えられる。 

 

4.3.5 まとめ 

海面水温摂動の 2 週目～1 か月先の予測への影

響について調べるために V1403 へ海面水温摂動を

導入した実験を行い、その影響を調査した。その結果、

対流圏下層を中心とした気温及び熱帯の大規模発

散場の指標となる 200hPa 速度ポテンシャルのスプレ

ッドの増加など、概ね期待される通りの影響を確認し

た。GEPS による再予報を用いた評価において、例え

ば熱帯域の 200hPa 速度ポテンシャルのスプレッドが

増加し R がアンサンブル予報としてより理想的な値に

近づいている（第 2.5-5 図）。今回の GEPS に対する海

面水温摂動の導入による効果がスプレッドの変更に

寄与していると考えられる。 
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引く。これにより、各アンサンブルメンバーに与えられ
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になる。 
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海面水温推定値の誤差（推定値－解析値）を示して

 
地上気温（熱帯域） 
（a）RMSE （b）スプレッド （c）R 

   
200hPa 速度ポテンシャル（熱帯域） 
（d）RMSE （e）スプレッド （f）R 

   
 

第 4.3-2 図 海面水温摂動の導入前と導入後のスプレッド、RMSE 及び R 
黒線は V1403（海面水温摂動無し）、赤線は V1403 に海面水温摂動を適用した実験。熱帯域（20˚S-20˚N）の（a）～（c）地

上気温と（d）～（f）200hPa 速度ポテンシャル。（a）（d）RMSE、（b）（e）スプレッド、（c）（f）R（定義は補遺 2.5-A を参照）。単位

は（a）（b）は[K]、（d）（e）は[m2/s]。誤差幅は信頼区間 95%信頼区間を示す。6 月 30 日 12UTC を初期時刻とする 1981～

2010 年の 30 年を対象とした 5 メンバーのアンサンブル実験に基づく。日別値（日 4 回平均）を対象。 
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できるかもしれない。そのためにはまず、アンサンブル

メンバー数の増加によるガイダンス開発への有効性の

確認が必要である。 

一方、全球 EPS の予測精度の改善のためには、全

球数値予報システムにおける GSM の更新後、できる

だけ速やかに全球 EPS に用いる予報モデルを最新の

GSM に基づく予報モデルに変更することが望まれる。

この実現には、台風情報及び週間天気予報に用いる

EPSとしての評価に加えて、1か月予報及び異常天候

早期警戒情報に用いる EPS としての評価を速やかに

行うことが重要であり、それには再予報の速やかな実

施が不可欠である。 

以上から、今後は、利用可能な計算機資源を考慮

しつつ、再予報の更なる有効利用及び再予報の速や

かな実施が可能となる、最適なアンサンブルメンバー

数及び再予報期間等の組み合わせを検討することが

重要である。 

 

5.3 大気海洋結合モデルの利用 

全球 EPS では境界値摂動として海面水温摂動を

導入し、大気モデルに与える海面水温の不確実性の

考慮において一つの成果を得た。一方、より現実的な

精度の高い海面水温の時間発展及びその不確実性

を考慮するためには、大気海洋結合モデルの利用が

有効と考えられる。また、大気海洋結合モデルの利用

により、大気と海洋の間の相互作用も考慮することが

可能となる。 

気象庁は、3 か月予報、暖候期予報、寒候期予報

及びエルニーニョ予測を支援するため、大気海洋結

合モデルを用いた季節アンサンブル予報システム（季

節 EPS; 高谷, 2015）を運用しており、その改善に向

けて開発を進めている。この大気海洋結合モデルの

開発は、これまではその予測対象である 3 か月予報、

暖候期予報、寒候期予報及びエルニーニョ予測の改

善を課題としてきた。今後も大気海洋結合モデル開

発の主要課題は現在と同様であるが、将来の 1 か月

先までを対象とした予測システムの改善を念頭に、1

か月先までの予測における大気海洋結合モデルの利

用の有効性の調査を進める予定である。 
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5 全球アンサンブル予報システムの改善に向けて
1 

本テキストでは、全球アンサンブル予報システム（全

球 EPS）の運用開始にあたり、この新しいシステムの仕

様を特にこれまでの 1 か月アンサンブル予報システム

（1 か月 EPS）との比較を中心に記述するとともに、1 か

月予報及び異常天候早期警戒情報に用いる EPS と

しての再予報に基づく検証結果及びガイダンスの開

発内容と検証結果を示した。また、全球 EPS の運用

開始に向けて実施した開発の中から一部の項目につ

いて概要を示した。 

第 1.1 節で示したように、これまでの台風アンサンブ

ル予報システム（台風 EPS）、週間アンサンブル予報

システム（週間 EPS）及び 1 か月 EPS を統合した全球

EPS として開発対象を集中することにより、開発を効

率的に行うとともに開発成果の共有や相互活用を進

め、台風情報、週間天気予報、異常天候早期警戒情

報及び 1 か月予報を一体的に支援するシステムとして

予測精度の向上を実現した。今後の全球 EPS の改善

においても、数日から 1 か月先までを通した様々な時

間スケール及び予測対象においての総合的な精度

向上が必要である。 

以下では、今後の全球 EPS の改善を目指すにあた

り、特に 1 か月予報及び異常天候早期警戒情報の精

度向上の観点で、中・長期的課題も含めて重視すべ

き開発課題について示す。 

 

5.1 全球数値予報システムの改善に向けた開発と

の連携 

全球 EPS は台風情報や週間天気予報の支援にも

用いられることから、これを意識した開発が必要である。

これまでの 1 か月予報に用いる予報モデルの物理過

程や初期値及び境界値に関する開発は、主に 1 か月

平均場及び 7 日平均場の予測の改善、特に平均誤

差の軽減を目的に行われてきた。今後は平均誤差の

軽減とともに、予報開始から 1 週間程度先における 7

日平均よりも短い時間スケールを対象とした予測精度

を考慮して開発を行う必要がある。 
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また、全球 EPS の大気初期値及び陸面初期値は、

短期予報等に用いられる全球数値予報システムで作

成される値を利用しており、更に全球 EPS に用いる予

報モデルは全球モデル（GSM）の分解能を粗くしたモ

デルである。開発成果の共有及び相互活用、効率的

な開発の実施を考慮すると、今後の全球数値予報シ

ステムの開発との連携は益々重要となる。 

具体的な課題としては、数日から 1 か月程度先まで

の時間スケールの予測に重要と考えられる「陸面初期

値」の改善が挙げられる。特に、これまでの 1 か月 EPS

の陸面初期値に用いる積雪深解析には衛星観測デ

ータを用いていたが、今回の統合では大気初期値と

の整合性を重視して現在の全球数値予報システムに

準じた陸面初期値を利用することから、その積雪深解

析には衛星観測データは考慮されていないことになる。

今後、全球数値予報システム及び全球 EPS に用いる

陸面初期値の積雪深解析において衛星観測データ

が利用可能となるように開発を進める。更に積雪深解

析以外の陸面解析においても、入手可能な観測デー

タとその利用について検討を進め、陸面解析の高度

化を図る必要がある。 

 

5.2 再予報の仕様の検討 

全球 EPS の再予報は、約 30 年を再予報期間とし、

実行頻度を月 3 回、1 初期時刻あたりのアンサンブル

メンバー数を 5 としている。現在の仕様は、利用可能

な計算機資源を考慮しつつ、再予報期間を平年値期

間である 30 年間を満たすように設定している。再予報

による予測結果は、当該システムの精度検証及びそ

のシステムの予測を用いたガイダンスの開発に利用さ

れている。新保と吉田（2016）は、再予報の仕様の検

討にあたり、アンサンブルメンバー数の増加や実行頻

度の増加が検討課題であるとした。特に現在の 1 か月

予報及び異常天候早期警戒情報ガイダンスの開発

においては、1 初期時刻あたり 5 メンバーという制約か

ら、アンサンブル平均を用いた正規分布仮定法を採

用しており、この手法では個々の事例における予測の

ばらつきを考慮することができない。この観点から、1

初期時刻あたりのアンサンブルメンバー数の増加によ

り、ガイダンス開発において新たな手法の導入が検討
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